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研究成果の概要（和文）：本研究の成果の一端として、アジア新興国の多国籍企業による特許増加の要因には、先進国
の外国人発明者を雇用し、その開発力を活用することによって、急速に先進国企業と同等の技術開発力を有しているの
ではないかという仮説のもと研究を行った。本研究からは、アジア新興国の多国籍企業が先進国にR&D拠点を置きなが
らも国内発明者に大きく依存していることが示された。これは、R&D拠点の役割として未だ発展初期段階であると想定
されるが、アジアの日本企業においても国内発明者の割合が極めて高い傾向が見られることには、可能性として研究開
発のコミュニケーションにおける問題が考えられるのではないか。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to investigate the hypothesis that one of the 
reasons for the increase in patents of MNEs from Asian developing countries may be the rapid acquisition 
by the developing countries of the same level of technological development capabilities through the 
employment of foreign inventors from the developed countries and the use of their development 
capabilities. This study has shown that MNEs in the developing countries of Asia depend largely on 
domestic inventors, even while establishing R&D centres in developed countries. We can assume this to be 
the case because these R&D centres are still in the initial stages of development. However, we ask 
ourselves whether the trend of having extremely high proportions of domestic inventors, as also seen in 
Japanese corporations, means that there is a communication issue in terms of research and development.

研究分野： 国際経営論

キーワード： 技術戦略
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の学術的な位置づけは、経営学にお
ける経営戦略論と多国籍企業論の視点に立
ち、企業の国際的技術戦略における近年の標
準化活動と競争優位獲得の関係性と効果を
明らかにしようとするものである。標準化と
企業の競争優位に関する研究はこれまで数
多 く な さ れ て お り 、 互 換 性 の 研 究
（Cargill[1989]、Katz and Shapiro [1994]、
Shapiro and Varian [1998]）、デファクト標
準化（Farrell and Saloner [1986]、山田英
[1993,1997,2004]、Basen and Farrell [1994]、
淺羽[1995]、新宅[2000]、竹田・内田・梶浦
[2001]）、デジュール標準化（山田肇[1999, 
2001]、内田[2007]）、近年ではコンソーシア
ム標準化（山田英[1997, 2004]、竹田・内田・
梶浦[2000]、梶浦[2005, 2007]、新宅・江藤 
[2008]）に関する研究がなされている。関連
した研究として、プラットフォームの研究
（Gawer and Cusumano [2002]）やビジネ
ス生態系(Iansiti and Levien [2004])の研究
がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、企業間の協調的な国際業界標準
化活動の研究をさらに発展させ、多国籍企業
の国際的業際標準化活動と競争優位構築に
ついて研究を行う。ライバル企業間の技術的
協調のみならず、業際的な企業による協調的
な国際標準化と新市場の形成という点に着
目し、理論的かつ実証的にこれを明らかにし
てゆき、グローバル合理化を進める今日の製
造業を中心とした多国籍企業の国際競争優
位構築システムの解明と、日本企業の国際競
争力向上に関する方策を見いだすことを目
的とする。そして、我が国の企業は、技術が
ありながらもアジア企業に競争力で追いつ
かれ、欧米に比べ標準化活動に遅れていると
いう課題を克服する戦略的提言を示す。 
 標準化に関する理論研究においては依然
として次の課題が指摘できる。第一に、製品
や技術には、プロダクト・ライフサイクル
（Vernon [1966]）、産業ライフサイクル
（Strebel [1987]、Utterback [1994]）とイノ
ベーション・サイクル（Christensen [1997], 
Tushman and O’Reilly Ⅲ [1997]）がある
にもかかわらず、標準化研究では新技術分野
と枯れた技術分野が十分に区別されないま
ま議論されてしまっている。ダイナミックな
標準化研究のためには、製品技術の革新性や
開発力、業界の成熟度、および製造技術力を
分析の変数に組み込む必要がある。第二に、
竹田（2001）は、グローバル合理化のための
三重の標準化として、①製品の標準化、②生
産の標準化、③技術規格の標準化、を指摘し
た。標準化には、「企業内標準化」と「企業
外標準化」があるが、①②は企業内標準化で
あり、③は企業外標準化と区分できる。しか
し、近年見られる企業間の協調的なコンソー
シアム標準化活動では、メーカー企業が標準

規格を主導するだけでなく、企業外標準化と
して社外の補完的企業（またはユーザー企
業）にも影響力を及ぼし業際標準を決定し、
安定的かつ迅速なメーカーと補完的企業に
よる協調的な標準化活動と新市場の形成が
なされている。この合理化は、新しい企業外
標準化と位置付けられ、リードタイムの短縮
化と規模の経済性の実現に寄与する。したが
って、本研究では第４のグローバル合理化と
して、メーカーと補完的企業による世界市場
の業際標準化という視点から検討してゆく。 
 
３．研究の方法 
 まず、理論研究として、先行研究（英語お
よび日本語）のサーベイを行い、仮説の設定
を行う。次に、実証研究として、グローバル
業界の「製造業」、特に電気・電子産業を対
象に、定性的な分析アプローチとしてインタ
ビュー調査と、定量的な分析アプローチとし
て質問票調査を採用し、仮説の検証を行って
ゆく。調査対象企業は、製品開発と設計およ
び製品製造について、メーカー企業と補完的
企業に分けて調査しなければならない。先進
工業国として日韓欧米企業の標準化戦略の
調査はもとより、台湾、中国、タイ、ベトナ
ム、インドなどアジア諸国についてもグロー
バル合理化を研究する上で範疇となる。海外
研究者にも協力をお願いする。 
 
４．研究成果 
 本研究では、文献サーベイによる理論研究、
データベースによる定量調査、および台湾製
造業企業へのインタビュー調査やフィリピ
ンやインドネシア、マレーシアなどの新興国
企業や市場の調査による定性調査を行った。
また、研究の成果を、国内学会と国際学会に
おいて、報告した。 
 近年、アジア新興国多国籍企業が急速に特
許件数を増やし、先進国多国籍企業と同程度
にまでなった。本研究では、多国籍企業の R&D
活動の国際化が進み、さらにインターネット
が普及した今日ならば、世界中の研究所の情
報や知識をつなぐことは難しいことではな
いため、ますますアジア新興国の多国籍企業
が先進国に R&D 拠点を設置し、ボーダーレス
な外国人開発人材の獲得と活用が進んでい
るのではないかと考えた。このようなことか
ら、本研究では、アジア新興国の多国籍企業
による特許増加の要因には、先進国の外国人
発明者を雇用し、その開発力を活用すること
によって、急速に先進国企業と同等の技術開
発力を有しているのではないかという仮説
のもと研究を行った。 
 その結果、次のようなことが明らかとなっ
た。第一に、アジア新興国の多国籍企業は、
R&D 拠点を国際化しているが、中国 ZTE や
Huawei、韓国 LG は、特許技術の開発におけ
る外国人発明者の貢献は極めて小さく、その
ほとんどが国内発明者によって開発された
技術であった。第二に、先進国の多国籍企業



も R&D 拠点を国際化しているが、欧米の多国
籍企業は、特許技術の開発における外国人発
明者の割合が総じて高かった。ただし、ドイ
ツ Siemens は、国内発明者の割合が相対的に
高い特徴が見られた。第三に、日本の多国籍
企業は、技術開発力を有する先進国でありな
がら、アジア新興国と同様に、特許技術の開
発における外国人技術者の割合は極めて小
さく、そのほとんどが国内発明者によって開
発された技術であった。 
 翻って、先行研究に対して、本研究の結果
からいくつかの指摘ができる。第一に、米国
のR&D活動における国内発明者の割合が低下
し、外国人発明者の割合が高まっていた。第
二に、欧州と日本の傾向について、先行研究
と大きな違いは見られないが、本研究の中国
や韓国を加えて比較することで、日本を加え
たアジア企業の開発が国内指向であること
が浮き彫りにされた。第三に、研究開発の「三
極体制」、すなわち R&D の中心は本国、米国、
欧州であると著されていたが、本研究からは、
もはや先進国企業にとっても中国や韓国（さ
らにはインド）といったアジア新興国に R&D
拠点が置かれており、欧米の先進国のみを
R&D 拠点の中心とみなす「三極体制」という
表現には限界があるように思われる。 
 なお、本研究からは、アジア新興国の多国
籍企業が先進国にR&D拠点を置きながらも国
内発明者に大きく依存していることが示さ
れた。これは、R&D 拠点の役割として未だ発
展初期段階であると想定されるが、アジアの
日本企業においても国内発明者の割合が極
めて高い傾向が見られることには、可能性と
して研究開発のコミュニケーションにおけ
る問題が考えられるのではないか。 
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